第１３号様式（１／１）
（申請先）川崎市長
処分承認申請書

　川崎市住宅用創エネ・省エネ・蓄エネ機器導入補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第１５条及び第１６条の規定に基づき、次のとおり財産処分の承認を申請します。

	□は、該当するものに■又は☑をしてください
	記入日
	令和    年    月    日
	（受付印）
※市役所使用欄

	住所
	〒

	

	
	（転居する場合）転居日：
	

	
	転居後の住所：〒

	

	フリガナ
	　
	

	氏名
	　
	

	TEL/携帯
	
	E-mail
	

	処分する創・省・蓄エネ機器等
	□ エネルギー管理装置（ＨＥＭＳ又はＥＭＳ）
□ 太陽熱利用システム（自然循環型）
□ 家庭用燃料電池システム（エネファーム）
□ ビークル・トゥ・ホームシステム（Ｖ２Ｈ）

□ ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）
	□ 太陽光発電システム　

□ 太陽熱利用システム（強制循環型）
□ 定置用リチウムイオン蓄電システム

□ 電気自動車（ＥＶ）又は
プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）

	
	□ ＣＡＳＢＥＥ戸建の環境効率の評価結果が「Ａ」以上となる住宅

	住宅区分
	□個人住宅　　　□共同住宅
	申請書
受付番号
	　　　年度設置　　　第　　　　号


	（処分に係る情報）（該当する項目に☑してください。）

	処分方法
	□売却       □譲渡      □交換      □貸与      □廃棄      □移設      □不使用　　　　　　　　　□その他（　　　　　　　　　　）

	処分年月日
	

	処分の理由
	

	処分による創・省・蓄エネ機器等の取扱い

	１　次の所有者が対象システム等を引き続き（□使用する  □使用しない）。
２　営利を目的とした処分で（□ない   □ある）。
３　処分により利益を（□あげることはない   □あげる）。

（処分することによって利益があった場合には、その額を記入：                     ）
４　その他
(                                                                             )

	権利義務の継承


	（処分することによって、所有者、使用者が変更となる場合のみ）
□ 要綱第１５条第２項（下記参照）に定める内容について、継承する所有者又は使用者に説明し、適切な運用を行うことを確認しました。


※川崎市住宅用創エネ・省エネ・蓄エネ機器導入補助金交付要綱第１５条第２項（要旨）：

「創・省・蓄エネ機器等を継承する補助金受給者以外の者は、補助金の交付に係る権利義務も継承するものとし、継承した創・省・蓄エネ機器等を善良なる管理者の注意をもって管理し、補助金の交付の目的に従ってその適正な運用をしなければならない。」

